
告 示

�愛媛県告示第７５７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７５８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関の名称が、次のように変更された。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第７５９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。
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適用を受けるものである。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

医療法人すまいるプラス
伊予郡松前町筒井８５０
エミフルＭＡＳＡＫＩ１
階

令和２年５月１日

樽 屋 お か も と 薬 局 今治市馬越町一丁目２番
２９号 令和２年６月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
いずみ薬局

今治市末広町一丁目６番
地２２ 令和２年６月１日

（変更前）
アルファ調剤薬局末広店

毎週（火・金）曜日発行 第１１９号 令和２年７月３日

令和２年７月３日金曜日 第１１９号

愛 媛 県 報
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令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７６０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７６１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７６２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７６３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

か ん ク リ ニ ッ ク 南宇和郡愛南町御荘平城
１５９０ 令和２年５月３１日

こころのクリニック永松心
療内科 大洲市東大洲１６８番地１ 令和２年５月３１日

清水内科・循環器内科 宇和島市御幸町二丁目６
番３号 令和２年５月３１日

平 田 外 科 胃 腸 科 新居浜市�保田町三丁目
７－１１ 令和２年５月３１日

れんげ堂薬局市役所前店 西条市周布３４８－８伊藤
ビル１階 令和２年５月３１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

西予市国民健康保険遊子川
出張診療所

西予市城川町遊子谷２４４３
番地 平成３０年７月３１日

さ く ら 薬 局 新居浜市南小松原町１３－
３５ 令和２年３月３１日

すまいる総合歯科クリニッ
ク

伊予郡松前町筒井８５０
エミフルマサキ１Ｆ 令和２年４月３０日

いまおか内科クリニック 今治市北高下町二丁目１
番４８号 令和２年５月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

藤 本 香保里 喜多郡内子町平岡甲４４９－２ ハーブ歯科 宇和島市中沢町一丁目２－１１ 令和２年６月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社スエトップ 四国中央市中之庄町３９８－２
しのながビル５号 くりの木薬局 四国中央市中之庄町３９８－２

しのながビル５号 令和２年３月１日

藤 本 香保里 喜多郡内子町平岡甲４４９－２ ハーブ歯科 宇和島市中沢町一丁目２－１１ 令和２年６月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

渡 邊 政 継 伊予郡松前町西古泉５６０－８ すまいる総合歯科クリニック 伊予郡松前町筒井８５０ 令和２年４月３０日

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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�愛媛県告示第７６４号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７６５号
次の診療所は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８

号）第１条第１項の規定による救急診療所である。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７６６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町５丁目１
番地１ 駐車場の収容台数 １，６８３台 １，６５６台 令和２年

７月１日
令和２年
６月２４日

駐車場の自動車の出入口の数 １５箇所 １４箇所

�愛媛県告示第７６７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店 西条市新田字市塚新
田１５５番地 外２１筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社レデイ薬局
ほか７者

株式会社レデイ薬局
ほか６者

令和元年
７月３０日
ほか

令和２年
６月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

渡 邊 政 継 伊予郡松前町西古泉５６０－８ すまいる総合歯科クリニック 伊予郡松前町筒井８５０ 令和２年４月３０日

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

浦屋医院 松山市中一万町５番地１０ 医療法人社団酉
仁会

令和５年
６月３０日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名

浦屋病院 松山市中一万町５番地１０ 医療法人社団酉
仁会

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７６８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ今治店 今治市衣干町四丁目
６１番１号 外１５筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社しまむら
代表取締役
野中 正人

株式会社しまむら
代表取締役
鈴木 誠

令和２年
２月２１日

令和２年
６月２４日

株式会社レデイ薬局
代表取締役
三橋 信也

株式会社レデイ薬局
代表取締役
白石 明生

令和元年
７月３０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７６９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ大洲店 大洲市徳森字宮方２８
１－１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

大黒天物産株式会社
ほか４者

大黒天物産株式会社
ほか３者

令和２年
２月２１日
ほか

令和２年
６月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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�愛媛県告示第７７０号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

大洲市肱川町西２９２、３１６の１、３１７の１、３１７の６、３２９の１、

３２９の３、３３０の１、３３０の４、３３６の１、３３７から３３９まで、３４０の

１、３４６、３４８、３５５、３６２、３６３の１、３６４の１、３６５

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び大洲

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７７１号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

伊予郡砥部町中野川１２３４の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第７７３号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

伊方町

愛媛県西宇和郡伊方町湊浦１９９３番地１

代表者 伊方町長 高門 清彦

愛媛県西宇和郡伊方町川永田甲２０３番地

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西宇和郡伊方町塩成字中網代３８０番２、３８１番１、３８５番１、

３８６番１、３８６番２、乙４５１番２、乙４５５番１に接する町道の地

先公有水面

イ 区域

次の１点から２２点までを順次直線で結んだ線、１点と２２点

を結ぶ平成３０年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．２．４０メートル）の

陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（国土地理院「塩成」四等三角点、西宇和郡伊方町塩

成竹之内乙５１９番）は、北緯３３度２６分４４．４６３３秒、東経１３２度

１４分４７．７５９７秒の地点

１点は、基点から真北１２４度５８分４２秒、９０７．９０メートルの

地点

２点は、１点から真北２１８度２０分１７秒、３２．７４メートルの地

点

３点は、２点から真北２１５度５２分２２秒、２．５０メートルの地

点

４点は、３点から真北２１０度５８分２０秒、２．５０メートルの地

点

５点は、４点から真北２０６度０７分３２秒、２．５０メートルの地

点

６点は、５点から真北２０１度１５分５８秒、２．５０メートルの地

点

７点は、６点から真北１９６度２２分０７秒、２．５０メートルの地

点

８点は、７点から真北１９１度２８分２２秒、２．５０メートルの地

点

９点は、８点から真北１８６度４１分０１秒、２．５０メートルの地

点

１０点は、９点から真北１８１度４８分１１秒、２．５０メートルの地

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７７２号
卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第１３条第１項の規定により、次のとおり地方卸売市場として認定した。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

認定年月日
開 設 者 地 方 卸 売 市 場

名 称 住 所 名 称 位 置 取扱品目

令和２年６月１９日 八幡浜市 八幡浜市北浜一丁目１番１
号

八幡浜市水産物地方卸売市
場 八幡浜市沖新田１５８５番地９ 生鮮水産物

冷凍水産物

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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点

１１点は、１０点から真北１７６度５５分１１秒、２．５０メートルの地

点

１２点は、１１点から真北１７２度００分２８秒、２．５０メートルの地

点

１３点は、１２点から真北１６７度０７分３９秒、２．５０メートルの地

点

１４点は、１３点から真北１６２度０５分０７秒、２．５０メートルの地

点

１５点は、１４点から真北１５７度０４分０２秒、２．５０メートルの地

点

１６点は、１５点から真北１５２度１１分０５秒、２．５０メートルの地

点

１７点は、１６点から真北１４７度１８分０７秒、２．５０メートルの地

点

１８点は、１７点から真北１４２度５９分２６秒、１．８６メートルの地

点

１９点は、１８点から真北１４０度５５分２５秒、８．０１メートルの地

点

２０点は、１９点から真北１４２度２１分０７秒、２．５０メートルの地

点

２１点は、２０点から真北１４５度０４分４９秒、２．５０メートルの地

点

２２点は、２１点から真北１４７度０７分１８秒、１．１１メートルの地

点

ウ 面積

２８３．７３平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

愛媛県西宇和郡伊方町塩成字中網代３６４番から同町同字２９６

０番までの地内及び同土地に接する町道内並びに地先公有水

面

イ 区域

次のＡ点からＵ点までを順次直線で結んだ線並びにＵ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（国土地理院「塩成」四等三角点、西宇和郡伊方町塩

成竹之内乙５１９番）は、北緯３３度２６分４４．４６３３秒、東経１３２度

１４分４７．７５９７秒の地点

Ａ点は、基点から真北１１６度５８分２４秒、１，０１０．０７メートル

の地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１７０度４３分００秒、６．３１メートルの地

点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２６０度１３分４６秒、２１．７０メートルの地

点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２６４度５８分５５秒、２２．１１メートルの地

点

Ｅ点は、Ｄ点から真北１７４度２０分２５秒、１２．８０メートルの地

点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２６４度２０分２５秒、１９．３６メートルの地

点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２３９度５８分０７秒、３１．９８メートルの地

点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２４５度０２分０３秒、１１．９１メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北２５５度１０分３６秒、１７．５０メートルの地

点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１８７度５４分５９秒、１１４．７５メートルの

地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２９０度０７分０３秒、１３．３５メートルの地

点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２００度５９分５７秒、１０．０４メートルの地

点

Ｍ点は、Ｌ点から真北２３６度２２分０５秒、２８．６０メートルの地

点

Ｎ点は、Ｍ点から真北３５７度２９分４２秒、４０．０７メートルの地

点

Ｏ点は、Ｎ点から真北３２２度２２分３９秒、３７．４７メートルの地

点

Ｐ点は、Ｏ点から真北１１度２４分０８秒、２６．７７メートルの地

点

Ｑ点は、Ｐ点から真北３８度１３分４４秒、７８．３５メートルの地

点

Ｒ点は、Ｑ点から真北８２度５３分０９秒、３２．８８メートルの地

点

Ｓ点は、Ｒ点から真北５９度４３分４９秒、５１．４９メートルの地

点

Ｔ点は、Ｓ点から真北９０度４２分２７秒、２５．０７メートルの地

点

Ｕ点は、Ｔ点から真北４１度３１分２２秒、４．５２メートルの地点

ウ 面積

１０，３５４．８４平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地

４ 埋立免許年月日

令和２年７月３日

�������
�愛媛県告示第７７４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（防災対策地域水準測量）

２ 作業期間 令和２年７月１７日から

令和３年２月２８日まで

３ 作業地域 宇和島市、南宇和郡愛南町

�������
�愛媛県告示第７７５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、松山市長から次のとおり公共測量が終

了した旨の通知があった。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（既成図数値化）

２ 作業期間 令和元年１１月７日から

令和２年２月７日まで

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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３ 作業地域 松山市域

�������
�愛媛県告示第７７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市神拝土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月３日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

�������
�愛媛県告示第７７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市楠河土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月３日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

�������
�愛媛県告示第７７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市萩生土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月３日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

�������
�愛媛県告示第７７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

神戸・橘一部土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月３日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

�������
�愛媛県告示第７８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市垣生土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和２年７月３日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７８１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和２年７月３日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和２年６月２６日

３ 指定道路の位置

四国中央市妻鳥町字岡田２１０５番８、２１０６番２の一部、２１０７番３

の一部、２１０８番１の一部及び２１０８番２の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 １１９．２０メートル

� 幅員 ６．００メートル

�������
�愛媛県告示第７８２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和２年７月３日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和２年６月２６日

３ 指定道路の位置

伊予郡砥部町原町３８４番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 １７．６１メートル

� 幅員 ４．００メートル

�������
�愛媛県告示第７８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

三間土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月３日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 幸 正 新居浜市垣生６丁目１３番１１号

〃 岡 部 正 明 新居浜市垣生４丁目４番８号

〃 三 浦 康 司 新居浜市垣生４丁目１番４３号

〃 伊 藤 智 夫 新居浜市垣生１丁目８番６号

〃 三 浦 為 司 新居浜市垣生３丁目６番５号

〃 加 藤 宏 司 新居浜市宇高５丁目１５番２４号

〃 園 部 一 新居浜市田の上４丁目１２番１０号

〃 岡 良 幸 新居浜市八幡３丁目１０番３８号

〃 岡 康 之 新居浜市八幡３丁目６番４０号

監 事 佐々木 伸 二 新居浜市八幡３丁目４番４３号

〃 佐々木 計 治 新居浜市垣生３丁目１１番１４号

〃 岡 部 正 明 新居浜市垣生４丁目４番８号

〃 三 浦 康 司 新居浜市垣生４丁目１番４３号

〃 伊 藤 智 夫 新居浜市垣生１丁目８番６号

〃 三 浦 為 司 新居浜市垣生３丁目６番５号

〃 加 藤 宏 司 新居浜市宇高５丁目１５番２４号

〃 園 部 一 新居浜市田の上４丁目１２番１０号

〃 岡 良 幸 新居浜市八幡３丁目１０番３８号

〃 佐々木 作 新居浜市垣生５丁目７番７号

監 事 佐々木 伸 二 新居浜市八幡３丁目４番４３号

〃 佐々木 俊 孝 新居浜市垣生３丁目４番３７号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 幸 正 新居浜市垣生６丁目１３番１１号

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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�愛媛県告示第７８６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び八幡浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県八幡浜保健所長 竹 内 豊

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

富士シリシア化学株式会社

愛知県春日井市高蔵寺町２丁目１８４６番地

代表取締役 石坂 勝實

２ 事業場の名称及び所在地

富士シリシア化学株式会社愛媛工場

八幡浜市保内町川之石７番耕地１３１番地３

３ 特定施設に関する事項

� ろ過施設①（同型１０基）

� ろ過施設②

�愛媛県告示第７８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

宇和島市吉田町白浦字中島２０３３番４地先から

同町白浦字先浜２０３４番４地先まで
旧 ４．８～１３．６ ０．０２７

宇和島市吉田町白浦字中島２０３３番４から

同町白浦字先浜２０３４番４まで
新 ５．９～１８．４ ０．０２７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
宇和島市吉田町白浦字中島２０３３番４から

同町白浦字先浜２０３４番４まで
令和２年７月３日

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 無機化学工業製品
製造業の用に供する施設 イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １８トン／日

設 置 年 月 日 令和元年６月２１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
０時～２４時

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２１

最大 ２７．４

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号 無機化学工業製品製造業の用
に供する施設 イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ２１トン／日

設 置 年 月 日 平成２０年５月１５日

特定施設の使用時間間隔 ０時～２４時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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� ろ過施設③（同型３基）

� ろ過施設④（同型２基）

� ろ過施設⑤（同型３基）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 無機化学工業製品
製造業の用に供する施設 イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ２トン／日

設 置 年 月 日 平成元年７月１０日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
０時～２４時

特定施設の１日当たりの使用
時間 約６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 無機化学工業製品
製造業の用に供する施設 イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １１トン／日

設 置 年 月 日 平成元年７月１０日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
０時～２４時

特定施設の１日当たりの使用
時間 約１２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８

最大 １１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４

最大 ６

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 無機化学工業製品
製造業の用に供する施設 イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ４トン／日

設 置 年 月 日 平成元年７月１０日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
８時～１６時

特定施設の１日当たりの使用
時間 約６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

特定施設の１日当たりの使用
時間 ３時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６

最大 １０

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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� ろ過施設⑥

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 排水処理施設

� 浄化槽

設 置 年 月 日 平成２７年９月１１日

処 理 施 設 の 種 類 ダイキ浄化槽

処 理 施 設 の 型 式 ＤＣＸ２５型

設 置 年 月 日 昭和５０年４月

処 理 施 設 の 種 類 中和沈殿

処 理 施 設 の 型 式 中和沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製、鋼板製

処理施設の主要寸法（単位
メートル） １０×２０×３

処 理 施 設 の 能 力 ４００トン／日

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．５

最大 １．０

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

通常 ５０

最大 １２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３００．２

最大 ４００

通常 ３００．２

最大 ４００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．５

最大 ２．５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 無機化学工業製品
製造業の用に供する施設 イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ２トン／日

設 置 年 月 日 平成３１年１月２２日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
０時～２４時

特定施設の１日当たりの使用
時間 約６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．５

最大 ２．５

愛 媛 県 報令和２年７月３日 第１１９号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

� �２排水口

�������
�愛媛県告示第７８７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県八幡浜保健所及び八幡浜市役所において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年７月３日

愛媛県八幡浜保健所長 竹 内 豊

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

富士シリシア化学株式会社

愛知県春日井市高蔵寺町２丁目１８４６番地

代表取締役 石坂 勝實

２ 事業場の名称及び所在地

富士シリシア化学株式会社愛媛工場

八幡浜市保内町川之石７番耕地１３１番地３

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号。）別表第１

第２７号 無機化学工業製品製造業の用に供する施設

イ ろ過施設

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の変更

５ 特定施設に関する事項

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～７．５

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム）

通常 －

最大 －

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．５０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４９

最大 ０．９９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０５．２

最大 ４０５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム）

通常 ０．６６

最大 １．１

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．６９

最大 １．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９

最大 １２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５

処 理 施 設 の 構 造 ＲＣ造

処理施設の主要寸法（単位
メートル） ２．２×３．６×２．０

処 理 施 設 の 能 力 ５．０立方メートル／日

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 分離嫌気ろ床担体流動方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム）

通常 ２００

最大 ２００

通常 １０

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １００

通常 ６．０

最大 ６．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １００

通常 １０

最大 １３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５

最大 ４５

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ０．１

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．０

最大 ５．０

通常 ５．０

最大 ５．０
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公営企業公告

６ 汚水等の処理施設に関する事項

変更なし

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

① �１排水口

② �２排水口

�公 告

次のとおり企画提案書の提出を招請する。

令和２年７月３日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 業務概要

� 業務名

愛媛県立新居浜病院機能移転支援等業務

� 業務内容

愛媛県立新居浜病院機能移転支援等業務公募型プロポーザル

手続等に関する説明書（以下「説明書」という。）による。

変 更 前 変 更 後

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５

最大 ７．０

通常 ６．５～７．５

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －
変更なし

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０
変更なし

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １３
変更なし

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５
変更なし

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．５０
変更なし

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ３
変更なし

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．６９

最大 １．６
変更なし

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９

最大 １２０
変更なし

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２５
変更なし

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４９

最大 ０．９９
変更なし

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０５．２

最大 ４０５
変更なし

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 型 式 自社製脱水装置 変更なし

特定施設の主要寸法（単位
メートル） 直径１．８×高さ２．０ 変更なし

特 定 施 設 の 能 力 ２００トン／日 ７５トン／日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

ケイ酸ソーダ
１０．７キロリットル
／日

濃硫酸
１．１６キロリットル
／日

２５％アンモニア
７０リットル／日

ケイ酸ソーダ
９．５キロリットル
／日

濃硫酸
１．０３キロリットル
／日

２５％アンモニア
７０リットル／日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
０時～２４時 変更なし

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間 変更なし

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し 変更なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．０～８．０

最大 ３．０～８．０
変更なし

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ０．５

最大 １．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．５
変更なし

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００
変更なし

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４８

通常 １０

最大 ２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０
変更なし

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １２０

通常 ５０

最大 ６６

変 更 前 変 更 後

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６
変更なし

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６６

最大 １．１
変更なし
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� 履行期間

契約締結の日から令和４年６月３０日まで

２ 参加資格及び評価項目

� 企画提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の

請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、

かつ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事

項に該当するもの

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第

１項各号のいずれにも該当しない者であること。

イ 参加表明書の受領の期限の日から企画提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

ウ 平成２７年度から令和元年度までの間で、入院患者の移送を

伴う旧病院許可病床２００床以上の病院の移転業務の実績を有

する者であること。

� 企画提案書を特定するための評価項目

ア 企画提案者の実績

１で示した業務と同種又は類似の業務の実績

イ 業務の基本方針

業務の基本方針の妥当性

ウ 運営に係る事項

運営の具体的な手法の妥当性

エ 業務執行体制に係る事項

スケジュール及び進捗管理の妥当性

オ 有益かつ独自の提案

有益かつ独自の提案の妥当性

カ 見積金額

機能移転支援等に係るコストの経済性

キ 廃棄物の収集運搬業の許可

産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の収集運搬業の許可の

取得状況

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県公営企業管理局県立病院課新居浜病院整備グループ

ア 本庁舎

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２８１６

イ 新居浜駐在

〒７９２―００４２

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

電話番号 （０８９７）４３―６１６１

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

令和２年７月３日（金）から２７日（月）までの執務時間中

（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）

第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０分か

ら午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和２年７月２９日（水）午後５時１５分

イ 場所

�イに掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 企画提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和２年８月１１日（火）午後５時１５分

イ 場所

�イに掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県公営企業管理局県立病院課新居浜病院整備グループ

ア 本庁舎

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２８１６

イ 新居浜駐在

〒７９２―００４２

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

電話番号 （０８９７）４３―６１６１

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Function

transfer support etc．of Niihama Prefectural Hospital，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，２９ July２０２０

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，

１１ August２０２０

� For further inquiries relating to the proposal，please contact

the following： Niihama Prefectural Hospital Rebuilding

Group，Prefectural Hospital Division，Ehime Prefectural Public

Enterprise Management Bureau，

�� ４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２８１６

�� ３―１―１ Hongo，Niihama，Ehime７９２―００４２ Japan

TEL０８９７―４３―６１６１
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雑 報

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、令和２年６月２４日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

令和２年７月３日

愛媛県収用委員会

会長 � 橋 直 人

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道辰巳伊予和気停車場線改築工事（愛媛県松山市太山寺町地内）及びこれに伴う準用河川付替工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収用

愛媛県松
山市太山
寺町

１４８１番８ 田 畑 ２，０９２ ２，５０９．３９ １５２．６４ 別記のとおり ─── ─── ──────

愛媛県松
山市太山
寺町

１４８１番８ 田 畑 ２，０９２ ２，５０９．３９ １０．８８ 別記のとおり ─── ─── ──────

愛媛県松
山市太山
寺町

不明
ただし、
１４８１番８
の一部又
は道

不明
ただし、
田
又は
なし

畑
又は
道

不明
ただし、
２，０９２

又はなし
６３．９２ ５３．１５

不明
ただし、別記のとおり
又は
東京都千代田区霞が関三丁目１
番１号
国（財務省）
上記代表者 財務大臣 麻生
太郎
国有財産管理者
四国財務局松山財務事務所長
多田 人志

─── ─── ──────

使用

愛媛県松
山市太山
寺町

１４８１番８ 田 畑 ２，０９２ ２，５０９．３９ １０．４０ 別記のとおり ─── ─── ──────

愛媛県松
山市太山
寺町

１４８１番８ 田 畑 ２，０９２ ２，５０９．３９ １２．５０ 別記のとおり ─── ─── ──────

愛媛県松
山市太山
寺町

不明
ただし、
１４８１番８
の一部又
は道

不明
ただし、
田
又は
なし

畑
又は
道

不明
ただし、
２，０９２

又はなし
６３．９２ ２．３３

不明
ただし、別記のとおり
又は
東京都千代田区霞が関三丁目１
番１号
国（財務省）
上記代表者 財務大臣 麻生
太郎
国有財産管理者
四国財務局松山財務事務所長
多田 人志

─── ─── ──────

（別記）

登記名義人 （亡） 渡部 安馬 法定相続人

京都府長岡京市長岡２丁目１４番１号

法定相続分３分の１ 渡部 駿

愛媛県松山市竹原２丁目１６番２号 アルファステイツ竹原３０５号

法定相続分３分の１ 渡部 剛

愛媛県松山市太山寺町１４８１番地１

法定相続分３分の１ 渡部 さつき

令和２年７月３日 発行
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